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（追補）  

１．社会資本整備総合交付金等の交付要件 

 

国土交通省より、「社会資本整備総合交付金の交付にあたっての要件等の運用につ

いて」(国水下事第５１号令和６年４月１日)に基づき、交付要件になる業績目標と経

費回収率の向上へのロードマップを以下に示します。 

 
 
■国交省通知（国水下事第５１号令和６年４月１日） 

社会資本整備総合交付金等の交付にあたっての要件等の運用について（抜粋） 

 

５．使用料改定の必要性の検討に係る要件  

（１） 対象地方公共団体 

全ての地方公共団体。 

（２）使用料改定の必要性の検討方法 

令和２年度の予算・決算が公営企業会計に基づくものに移行している団体につ

いては、令和２年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使用料の改定

の必要性に関する検証を行うとともに、検証結果を踏まえ、経費回収率の向上に

向けたロードマップ（概ね１０年程度での段階的な使用料適正化や経営改善等の

具体的取組、実施予定時期及び業績指標を記載（有識者等の意見を聴いて策定さ

れたもの））を経営戦略に記載すること。また、令和２年度の予算・決算が公営企

業会計に基づくものに移行していない団体については、公営企業会計に基づく予

算・決算に移行した年度以降、少なくとも５年に１回の頻度で、下水道使用料の

改定の必要性に関する検証を行うとともに、検証結果を踏まえ、経費回収率の向

上に向けたロードマップを経営戦略に記載すること。 

（３）国土交通省への報告及び公表 

（２）に従いロードマップが記載された経営戦略を国土交通省へ提出するとと

もに、ホームページ等において公表すること。 
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図９－１ 社会資本整備総合交付金の交付要件について 

 
引⽤：全国下⽔道主管課⻑会議 「本編・管理企画指導室」（令和 5 年 4 月 24 日）開催資料 より 
 
 
 
■国土交通省通知（令和 2 年 7 月 22 日付け事務連絡） 

下水道事業における収支構造適正化に向けた取組の推進についての留意事項（抜粋） 

 

ロードマップに基づき収支構造の適正化に積極的に取り組む地方公共団体を重

点的に支援するため、公営企業会計を適用した地方公共団体において、以下のいず

れかに該当する場合は、当該団体が行う汚水処理に関する事業について、社会資本

整備総合交付金の重点配分の対象としないこととします。 

 

・ ロードマップに定めた業績目標を達成できない場合。 

・ 令和７年度以降、供用開始後 30 年以上経過しているにも関わらず、使用料単価 

が 150 円/㎥未満であり、かつ経費回収率が 80％未満であり、かつ 15 年以上 

使用料改定を行っていない場合。 
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２．経費回収率向上に向けたロードマップ 

 

（１）経営健全化に関する定量的な業績指標及び目標年限 

 

経営健全化に関する目標年限は、本経営戦略の計画期間である令和 12（2030）年度

までとします。また、経営健全化に関する定量的な業績指標を、「経費回収率」、「基準

外繰入金」とし、目標年限までの各業績指標を次項のとおり設定します。 

 

図表 9－１ 経費回収率（単位：％） ＊令和 8(2026)年度に改定 

  
 

図表 9－２ 経費回収率と改定率の推移（単位：％）

  
 

図表９－３ 基準外繰入金（単位：千円） 

 
※下⽔道の普及整備が今後も続いていくため、中間値での基準外繰入金は一時上昇していますが、経費回収率の

向上に伴い発生する内部留保資金の運⽤を背景に、基準外繰入金は徐々に減少していく予定です。 

 
図表９－４ 経費回収率と基準外繰入金の推移（単位：％） 

 

R5　現状値
（2023）

R8　中間値
（2026）

R13　目標値
（2031）

経費回収率 54.04% 80.00% 100.00%

100%

経費回収率

63%改定

25%改定

R5　現状値
（2023）

R8　中間値
（2026）

R13　目標値
（2031）

基準外繰入金 241,709 271,378 233,211
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（2）今後のロードマップ 
 

本戦略では、投資財政計画の結果、経営健全化に向けて、令和 8（2026）年度に使

用料改定を行います。令和 13（2031）年度の目標達成に向けた使用料改定について、

次期経営戦略の策定に合わせて下水道使用料の在り方について有識者や関係機関と

検討してまいります。 

 

図表９－５ 経費回収率向上へのロードマップ 

 
 

 

（３）収入増加及び支出削減のための具体的取組及び実施時期 

経費削減の活動を引続き続けるとともに、収入の増加については、下水道使用料改

定を令和 8（2026）年度に行います。その後、経費回収率 100％達成に向け、令和 13

（2031）年度に更なる改定を予定します。 

 

＊ 令和６年度の審議会にて審議の中や答申書の附帯意見で「経営戦略の５年ごとの見直し

時期に合わせて、経費回収率１００％の目標を目指し、適正な使用料体系の見直しを図ら

れたい。」との記述あり。 

  

年　　度
接続率向上に向けた
広報・啓発活動

収益確保の活動 経費削減の活動 経営戦略改定

令和６（202４）年度 未普及地区に向けた普及活動 審議会開催 コスト効率化に向けた協議・検討

令和7（2025）年度 使用料改定に向けた調整 審議会開催

令和８（2026）年度 使用料改定 経営戦略改定

令和９（2027）年度 効果検証

令和10（2028）年度 効果検証

令和1１（2029）年度 使用料改定の協議・検討

令和1２（2030）年度 使用料改定に向けた調整 審議会開催

令和1３（2031）年度 使用料改定 経営戦略更新

令和1４（2032）年度 効果検証

令和1５（2033）年度 使用料改定の協議・検討
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